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序章  本論文の目的と構成 
 


































































































































































































看護職世界の多様化       看護職の専門職性    看護基礎教育の刷新 
 
 ≪第二章≫              ≪第三章≫ 
看護職世界の多様性          看護職不足の歴史と教育 
戦後看護職世界の達成、到達点     構造的な看護職不足 
   
≪第四章≫看護職者の職業生活の軌跡 
  ―看護職者の多様なキャリア 
   ≪第五章≫中高年看護職者の意識と実態 
≪第六章≫創成期の国立がんセンターの看護現場 
        ―専門職性の萌芽 
≪第七章≫オルタナティブ・ナースの誕生 
 
≪終章≫ 結 論 
看護基礎教育の刷新への提言 


















































































                                                                                  
















































































                            
8 糖尿病療養指導士、心臓リハビリテーション指導士、呼吸療法指導士、栄養サポートチーム専門療養士、
透析療法指導看護師など。各専門学会により認定を受けている。 









































                            





































































































































































































































                            
16 医療に従事する多様多種な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、目的と情報を共有し、業務を
分担しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供することである（厚生労








































































































































































































表 2-1 看護職者就業者数及び就業場所 
（出所：日本看護協会出版会「平成 25年看護関係統計資料集」より筆者改編） 














総数 1,333,045 1,370,264 1,397,333 1,433,772 1,470,421 1,495,572 1,537,813 
保健師 47,088 48,246 51,703 53,212 54,289 55,262 57,112 
助産師 27,352 27,927 30,130 31,312 32,480 33,606 35,185 
看護師 848,185 882,819 918,263 954,818 994,639 1,027,337 1,067,760 
准看護
師 
411,272 397,237 394,430 304,247 389,013 379,367 377,756 
保健所     8,534 8,381 8,108 7,932 8,502 8,393 8,857 
市町村 32,702 33,311 33,480 34,393 34,723 35,171 35,397 
病院 831,921 861,912 869,648 892,003 911,400 927,289 944,640 
診療所 290,929 297,040 299,468 304,247 309,296 309,954 320,800 
福祉施
設等＊ 
132,546 147,886 149,576 156,425 167,435 173,912 184,751 
事業所    76,13 8,294 10,857 11,411 11,251 11,750 12,265 
教育研
究機関 
13,637 13,859 14,792 15,228 15,943 16,294 17,226 
その他     7,724 7,945 9,662 10,413 9,945 10,805 12,027 
＊介護老人保健施設、訪問看護ステーション、社会福祉施設、介護老人福祉施設、居宅サービス等   
 
表 2-2 看護師養成施設（3年課程）学校数と入学者数（出所：厚生労働省資料） 
   教育機関 
年度 
  大  学 




学校数  入学者数 
1991（Ｈ3） 11 558 58 4,466      478 23,826 
1994（Ｈ6） 31 1,862 60 4,831 461 23,172 
1997（Ｈ9） 54 3,507 72 5,669 496 23,595 
2000（Ｈ12） 84 6,331 67 4,899 513 23,132 
2003（Ｈ15） 106 8,212 56 3,419 500 22,986 
2006（Ｈ18） 158 11,906 37 1,982 512 22,549 
2010（Ｈ22） 193 17,085 31 2,352 510 25,794 






表 2-3 現在の看護職世界が形成されるまでの主な制度的な展開の経緯 
年度 本章における看護職世界の拡大に関する主な制度等 
1948（昭和 23） 「保健婦助産婦看護婦法」公布、３年課程の看護学校（高校卒業後３年の教育）開始 
1950（昭和 25） 短期大学の制度化、看護系初の短期大学設立（天使女子短期大学と聖母女子短期大学） 
1952（昭和 27） 大学での看護教育開始（県立高知女子大学家政学部看護学科）、看護教員養成（１年）
開始、日本赤十字社幹部看護婦研修所 
1954（昭和 29） 国立公衆衛生院専攻課程看護コースで教員養成 
1960（昭和 35） 東京医療連による病院ストライキ（看護師不足の社会問題化） 
1962（昭和 37） 国立がんセンター創設 
1974（昭和 49） 厚生省、初めての看護婦需給計画（５カ年）策定 
1979（昭和 54） 看護学専攻の大学院修士課程教育の開始（千葉大学大学院看護研究科看護学専攻） 
1986（昭和 61） 村松静子、有限会社「在宅看護研究センター」設立 
1992（平成 4） 「看護師等の人材確保法」制定、看護系大学・大学院の整備充実の明確化、都道府県ナ
ースセンターの設置、老人訪問看護ステーション制度の開始 
1993（平成 5） 惣万佳代子、デイサービス「このゆびとーまれ」を開設 
1994（平成 6） 専門看護師の認定制度開始 
1995（平成 7） 認定看護師の認定制度開始 
1997（平成 9） 富山県「民間デイケアサービス育成事業」の創設、地域共生ケアの始まり 
1998（平成 10） 認定看護管理者の認定制度開始 
1999（平成 11） 医療保険による訪問看護への民間企業の参入が可能となる 
2000（平成 12） 介護保険の導入、看護師による訪問看護ステーションの開設 
2002（平成 14） 「保健師助産師看護師法」に改正 
2003（平成 15） 「富山型福祉サービス推進特区」の認可 
2004（平成 16） 新卒看護師の早期離職率が 12％を超える 
2008（平成 20） 団塊世代の看護職者の定年退職、潜在看護職者の増加 
2011（平成 23） 「高度実践看護師」構想 
28 
 



























































































































                            












































































































































































































































































2011（平成 23）年度の看護職員の離職者数は、14万 6600人と推計されている（表 3-1）。
同年における病院に勤務する看護職員の離職率（各年度の平均常勤職員数に占める当該年






























































                         量的不足（看護職者数の不足） 
 
          離 職 
        多くの潜在看護職者    病床数の変化   保健医療福祉体制の 
変化 
                       少子高齢化                          
  病院化                               脱病院化  
        疾病の変化 
        多様なニーズ        医療技術の変化                                                               
 
 高齢化                                                  
質的不足（対人関係専門職としての不足） 
図 3-2 看護職者不足の要因 
 
表 3-1 第七次看護職員需給見通し 
（厚生労働省「第七次看護職員需給見通しに関する検討会報告書」2010（平成 22）年 12月） 
区分 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 
需給見通し 1,404,300 1,430,900 1,454,800 1,477,700 1,500,900 
①病院 899,800 919,500 936,600 961,500 965,700 
②診療所 232,000 234,500 237,000 239,400 242,200 
③助産所 2,300 2,300 2,400 2,400 2,400 
④訪問看護ステーション 28,400 29,700 30,900 32,000 33,200 
⑤介護保険関係 152,300 155,100 157,300 160,900 164,700 
⑥社会保健施設、在宅サー
ビス 
19,700 20,400 20,900 21,500 22,100 
⑦看護師等学校養成所 17,600 17,700 17,700 17,800 17,900 
⑧保健所・市町村 37,500 37,600 37,800 38,000 38,200 
⑨事業所、研究機関等 13,300 14,000 14,100 14,300 14,500 
供給見通し 1,348,300 1,379,400 1,412,400 1,448,300 1,486,000 
①年当初就業数 1,320,500 1,348,300 1,379,400 1,412,400 1,448,300 
②新卒就業者数 49,400 50,500 51,300 52,400 52,700 
③再就業者数 123,000 126,400 129,600 133,400 137,100 
④退職等による減少数 144,600 145,900 147,900 149,900 162,100 
需要見通しと供給見通しの差 56,000 51,500 42,400 29,500 14,900 










    
１）労働環境改善の運動；1960（昭和 36）～1961（昭和 37）年 




















３）駆け込み増床による看護婦不足ストライキ；1985（昭和 60）～1991（平成 3） 
医療費や高額な医療機器等の配置の視点から病床数が問題となり、1985（昭和 60）年、
病床数規制を柱とする地域医療計画の策定を義務付けた医療法改正（第 1 次改正）が公布
された。その結果、病床数は 1984（昭和 59）年、1985（昭和 60）年の 20,000 床台の増加
                            
1 厚生省大臣官房統計調査部「病院月報」「医療施設調査」によると、1955（昭和 30）年からの 10年間で、
民間病院の病床数は 198,096床から 424,224床へと、約２倍に増加した。 
42 
 


























院日数 20日以内の病棟には特Ⅲ類看護（2：1）を新設した。しかし 1994（平成 6）年にな
っても基準看護の承認病院は約半分であり、付き添い看護料の患者負担は大きかった。そ
こで厚生省は、診療報酬として「付き添い」の廃止を明示した「新看護体系」を導入した。




































成 23）年〜2015（平成 27）年）が進行中である。 
平成 22 年 12 月に取りまとめられた「第七次看護職員需給見通しに関する検討報告書」
によれば、看護職員の需要見通しは、平成 23年の約 140万 4000人から、平成 27年には約









150万 1000人に増加する見込みである一方、看護職員の供給見通しは、平成 23年の約 134








ー実績報告によると、2011（平成 22）年度の求職数 68,199 人、求人数 155,058 人、就職




















2011（平成 23）年当初の看護職者の就業者数は 132万 500人で、そのうち新規資格取得
者が 4万 9400人、退職等による減少は 14万 4600人（表 3-1）で、潜在看護職員（65歳未
満の看護師で勤務していない者）は約 71万人である（小林,2013）。 
                            
7 日本看護協会ニュース（2012年 8月号）で、専務理事の菊池令子委員が指摘する。 
45 
 
離職者については、2012（平成 24）年度の常勤看護職員離職率は 11.0%（前年比 0.1%増）、
新卒看護職員の離職率 7.9%（前年比 0.4%増）である（表 3-2）。看護職員の離職が問題と
なったのは、離職率が 12％を上回った 2005年度頃からであった。 
また新卒看護職者が 1年以内に離職する、いわゆる新卒看護師の早期離職も問題となり、

































常勤 12.1 12.3 12.4 12.6 11.9 11.0 10.9 11.0 
＊新卒 9.3  9.3 9.2 9.2 8.9 8.1 7.5 7.9 













































































































学校入学状況は、2007（平成 19）年と 2011（平成 22）年は、20歳以上が 4,761人から 6,481

































































ipines Economic Partnership Agreement）が締結された。協定の発効で 2008（平成 20）
年にインドネシアから 104人、フィリピンからは 2009（平成 21）年に 93人が来日し、厚
生労働省の発表では、2010（平成 22）年度の看護師国家試験の合格者（合格率 91.8%）は、
















9 「日医ＮＥＷS」1042号（2005年 2月 5日）青木重孝氏のインタビュー記事。 
10 日本医療労働組合声明、2004年 9月 28日、日本医療労働組合中央執行委員井上久氏のインタビュー












































































































2008年 10月 20日に質問紙を送付した。対象者は、昭和 41年 4月に九州にあるＡ国立病
院附属高等看護学院（筆者の母校）に入学し、看護婦（当時の名称、以下同様）国家試験
に全員合格し、看護婦資格を取得した 45名で、調査時の年齢は 61～62歳である。卒業後
の進路は看護婦として就職 34名（看護学校所在地県内 22名、東京 9名、京都 3名）、進
54 
 
学 9名（助産婦学校 3名、保健婦学校 2名、養護教諭課程 4名）、未就職 2名である。41
名が既婚者（夫と死別した 2名を含む）、4名は未婚者であり、全員女性である。 
 なお、昭和 41年度厚生白書によると、当時の看護婦養成施設の数は 211校であり、その




 質問紙調査票（資料 4-1）は、生活や職務経験に関する 14質問（選択回答）と看護職者
としての経験による看護に対する考えを聞く 9質問（選択回答と自由記載）からなる。質
問紙についてはプレテストを施行するとともに、看護研究者の助言を受け、正確性、妥当







対象者は、昭和 44年 3月に筆者と同じ A国立病院附属高等看護学院を卒業した 45名の
うち、連絡可能で承諾を得た 18名（12名の質問紙調査回答者を含む）であり、調査期間は





















しが 5名（独身 2 名、死別 3 名）、有配偶者 24名で、独身者２名は現在も就業しており、
居住移動や要介護者の有無は「継続型」「中断再就職型」「短期就職―離職型」とも変わ
りなかった。離職経験の有無については、「なし」が 6名、「あり」が 23名で、離職回数
1～4回が 18名、5～９回は 5名だった。 
看護職としての就業期間（通算）は最高 40年、最低 4年、平均 24年であり、卒業直後








































健康状態 健康 11、やや不良１ 健康 12、やや不良１ 健康 4 
婚姻状況 未婚 2、既婚 10（死別 1、
離婚・再婚 1） 
既婚 13（死別 1） 既婚 4（死別 1） 
同居者 独居 1、配偶者 6、配偶者と





要介護者 2 2 1 
居住移動（他県） 9 10 3 














32～40年 15～26年 4～5年 
継続平均             24年 









離職回数 0回；6、1回；6 1～4回；8、5～9回；5 1回；4 

















  １．とても良好  ２．よい  ３．普通  ４．やや不良  ５．不良 
【問 2】現在のお住まいの地域についてお聞かせ下さい。 
  １．政令指定都市・東京 23区  ２．県庁所在地  ３．その他の市  ４．町村 
【問 3】看護学校卒業後お住まいの移転について伺います。 
  １．全くない  ２．1回  ３．2～3回  ４．4～5回  ５．６回以上 
【問 4】住居の移転理由を伺います。 
  １.自分の勤務の変化  ２.配偶者の転勤  ３.家族の都合  ４．その他 
【問 5】以下のうちお持ちの資格に○をつけて下さい。 
  １．看護師  ２．保健師  ３．助産師  ４．養護教諭  ５．ケアマネジャー 
  ６．その他特定の領域の専門・認定資格（具体的に              ） 
【問 6】現在、勤務されていますか（常勤、非常勤は問わない） 
  １．看護職として勤務  ２．看護職以外で勤務（              ） 
  ３．勤務していない 
【問 7】看護職の離職経験はありますか。  １．あり   ２．なし 
【問 8】看護職の離職経験がある場合、離職回数を記入下さい。（    ）回 
【問 9】離職の理由を伺います。（複数回答可） 
  １．結婚  ２．出産  ３．子育て  ４．自分の健康問題   
５．家族の健康問題（介護）  ６．疲労困憊（バーンアウト）   
７．看護に対する意欲低下  ８．職場の対人関係  ９．その他（       ） 
【問 10】看護職としての勤務経験年数は合計何年ですか、（６ヵ月以上は切り上げ） 
    （      ）年 
【問 11】看護職者として勤務経験の長いのはどの領域ですか。（複数回答可） 
  １．成人慢性  ２．成人急性  ３．小児  ４．母性  ５．精神 
  ６．リハビリ  ７．がん、ホスピス  ８．訪問看護  ９．救急 
  10.透析  11.感染  12.外来  13.教育  14.管理  15.その他（     ） 
【問 12】最終の勤務場所について、あてはまるものをお選び下さい。 
  １．500床以上の病院  ２．100～500床未満の病院  ３．100床未満の病院 
  ４．診療所  ５．保健所  ６．基礎看護教育機関  ７．介護老人保健施設 
  ８．訪問看護ステーション  ９．社会福祉施設  10.その他（        ） 
【問 13】ご家族について伺います。現在同居している方に○をつけて下さい。 
  １．同居者なし  ２．配偶者  ３．子供  ４．親（配偶者の親、含む） 






  １．やりがいのある仕事  ２．社会的な貢献がしたい  ３．周囲からの勧め 
  ４．人の世話が好き  ５．女性の自立した職業  ６．家への経済的負担を考慮 






































































































































































和 45年 4月 1日より看護婦として勤務し、心臓外科、小児科、未熟児室を各 1年、3年間
勤務した。 















































































































































昭和 51年父親が死去し、昭和 52年第 2子（長男）を出産したが、その後も同じ近所の













































































































































































































































































































た。昭和 46年に結婚し 10月に長男を出産したが勤務を続け、昭和 47年 2月に次男の妊娠
で退職した。2人の子供を育てるには、親類も近くにいないし、自分で育てたかったので退
職することにした。 
昭和 49年長女を出産し、また昭和 53年から夫が 3年ごとに転勤することになり、看護
婦として働きたかったが、子供の世話、夫の転勤でできなかった。 




































































和 45年 3月に卒業後は、兄が住んでいる関東にある県の小学校で養護教諭となり 2年半勤
務した。 


































































（2008）  備 考 
事例 21歳～ 30歳～ 40歳～ 50歳～ ～60 歳 
【継続型】 
A1 東京・病院⇒転勤（九州）、親の介護 、看護管理者で転勤 看護管理 
A2 東京・病院⇒専門病院⇒結婚・出産(2人)⇒転勤、 学会設立 透析専門 
A3 看護師、結婚⇒養護教諭、出産(2人)  病気        養護教諭 






B1 助産師、結婚、出産(2人)⇒夫病気⇒非常勤の講師、産婦人科外来 母性看護 










B5 看護師  ⇒結婚⇒離職、出産(2人)⇒非常勤で急患センター、講師 障害児看護 
B6 京都・九州病院⇒結婚、出産(2人)⇒離職⇒療養型病院勤務 看護部長 




B9 看護師⇒離職、結婚、出産(3人)、夫転勤⇒訪問看護⇒県看護協会 精神看護 
B10  看護師、結婚、出産(2人)⇒離職⇒クリニック（パート）⇒夫の死去 遺産管理 
B11 養護教諭⇒結婚、離職、出産(2人)⇒産休代替教諭、非常勤 夫が教諭 
【短期就職―離職型】 
Ｃ１ 養護教諭、結婚、出産(2人)、夫の転勤⇒離職⇒子供・夫の病気 養護教諭 
Ｃ２ 養護教諭⇒離職、結婚、出産(3人)、夫の転勤⇒地域での子育て活動 養護教諭 
 









































































































































































































































































































全員女性で、既婚者 3名（死別 1名含む）、未婚者 8名である。定年時の年齢は、65





他の 10名は健康である。現在の居住地は東京が 9名、長野県、千葉県が各 1名であった。
















































定年退職の経験のある者が 128名、経験していない者が 257名である。平均年齢は 58.6









































































































全回答者 385名のうち、男性は 6名で 379名が女性であった。平均年齢は 58.6歳で最































































82 件の記述があり、定年退職者の 64%であった。同じ職場・同じ役職で継続は 12 件、
同じ職場での継続９件、他の職場に再就職が 26件、地域での活動は 15件、公的活動・














































































































































































                            
2「保健師助産師看護師養成所指定規則」では、昭和 42年度の学内における教育時間数は 1,605時間，
実習時間は 1,770時間、総教育時間は 3,375時間。平成８年度からは単位制度が導入され，総教育時
































































省「人口動態統計」によると、がんが死因の 2位を示したのは 1954（昭和 29）年で、戦後
一貫して増加傾向であり、1981（昭和 56）年には脳卒中を抜き、ついに第 1位となる。そ
の後も上昇を続け、がん死亡数は年間平均約 3000人ずつ増加を示し、1971（昭和 46）年に
は 123，000人に達した。全死亡に占める割合も逐次増加して、1971（昭和 46）年には 17.9%、













    


















国としてのがん対策の中央機関の構想として 1962（昭和 37）年 2月に、中心としての国立
がんセンターが設置された。また同様の機能を有する地方がんセンターを大阪、愛知に新
設し,さらに 39年度予算で神奈川、新潟、宮城の各県への新設が計画された。 
昭和 38年 10月には国立がんセンターを含め国立病院は 88施設が全国に配置され,その
病床数は約 28,000床であり、全国の医療機関網の中において、規模と診療機能の面で重要
な地位を占めている。ちなみに国立病院の経理は特別会計であり、その予算額は昭和 38年













































































がん専門看護師は専門看護師 1,048名中 435名で最も多い（2012年現在）。 
緩和ケアが発展する過程で、欧米より 20年遅れているといわれるが、日本におけるがん
患者へのインフォームド・コンセントの必要性が高まり、その取り組みが始まった。しか





































年 8月から 1961（昭和 36）年 12月の間に 6回開催され、その具申書に即して、厚生省は
国立がんセンター設置準備室を設け具体的に準備が開始された（国立がんセンター,1973）。
1961（昭和 36）年 6月 1日、厚生省設置法の一部が改正され、日本の経済も上昇気運にあ
り、所得倍増計画を旗印とする池田内閣が昭和 36（1961）年度予算に、建設費運営費など






















     
運営部          病院            研究所 
運営部長     病院長          研究所長 
次長          副院長          病理部 生化学部 
庶務課  ＊会計課   外来部 ＊放射線診療部  生物学部 ＊薬効試験部 
＊医事課  調査課   病棟部 ＊手術部     ＊生物物理部 ＊内分泌部 
企画室  ＊図書室   臨床検査部 薬剤科    ＊放射線研究部 ＊疫学部 
            看護部          ＊ウイルス部 ＊集団検診研究部 
                         共通実験室 ＊血清部 
 ＊印は創立 1年後の昭和 38年から 40年に新設 
図 6-3 創立時の国立がんセンターの組織図（出所「国立がんセンター十周年記念誌」） 
     
≪診療の開始、病床数、患者数、職員数≫ 
昭和 37年 3月 31日に病院関係（治療棟）が竣工し、5月 20日より診療予約の受付が 
始まり 5月 23日に診療が開始された。昭和 37年度の病床数は 200床（配置職員数の算定
基礎となる訓令定床は 430床）、入院患者総数は 1,455名、退院患者数は 1,183名（その
中で死亡退院は 128名で死亡率 10.04%）、1日平均患者数は 215.8名、平均在院日数は 53.8































































あった。なお、昭和 38年 4月の看護婦の学校や養成所は 242施設で 1学年の定員は 6,681
人、准看護婦の学校や養成所は 570施設で 1学年の定員は 18,042人であった（厚生省,1963）。 
診療開始時の診療科は、病棟６、外来・放射線科１、手術室・中央材料室１の８看護単




表 6-1看護婦准看護婦就業状況（昭和 37年末）    資料；厚生省大臣官房統計調査部 
 就業数 看護婦学
校 
保健所 病院 診療所 学校 派出看護
婦 
その他 
看護婦 121,620    987   285 92,337 18,998 2,407 5,671   935 
＊看護人 1,214      1   ―  1,141     43 ― ―     29 
准看護婦 81,560     12    13 65,394 15,914    33    34   160 
准看護人     693     ― ―     635      8 ― ― ― 












































































































齢は 79歳から 86歳であり全て女性である。 
２）石本を将来モデルとする中堅看護婦群 
創成期（昭和 38～44年）に勤務した看護婦長、看護婦 11名に連絡をし、承諾の得られ
た８名と面談した。年齢は 67歳から 78歳であり、全て女性である。 
３）新人看護婦群  
 昭和 37年 4月から昭和 42年 4月に看護学校卒業後すぐに就職した、連絡可能で承諾の












表 6-2 調査参加者の概要と筆者との関係 
調査参加者（面談時の年齢） 背景（勤務期間）等 筆者との関係、備考 
石本が抜擢した管理者群（５名） 
１)総婦長と婦長の橋渡し 


































Ｆ氏    （75歳）           
主任看護婦、病棟婦長（昭

























べる       
Ｊ氏    （70歳） 
看護婦（昭和 37年 7月～
44年 3月）、病棟婦長（昭
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16)看取りの記憶    








た病院       







 Ｒ氏    （80歳） 























Ｕ氏    （75歳）           
準備室・人事係（昭和 36
年～41年）、運営部次長（平









































































































































































































 私は日赤の看護婦養成所を突然の学徒動員令で、予定より半年早く昭和 18年 10月に卒
業し、19年 2月には極寒の中国天津陸軍病院で日赤救護班の一員として働いていました。
真に戦時中の看護婦です。 















































































昭和 37年 3月 16日にまだ開設していない国立がんセンターに出向することになりました。
試験は小論文（「私の 1日と国立病院の 1日」）と面接を受けました。 
入職して開棟までの期間、国立東京第１病院で婦長研修を行い、さらに小児科研修のた
め、国立岡山病院で研修を受けました。準備段階の病棟は外科病棟と放射線病棟だけでし













                            
1 病院における看護は、家族や付き添い婦が患者の食事や身の回りの世話をするのではなく、その病院の

































































































































                            














































































































































































































































































































































































































































































































          
○何かを求めて全国から集まった看護婦 





































                            
14 人工肛門、人工膀胱のケアを専門領域とする認定看護師の旧制度。ストーマとその周辺
のスキントラブルに対する専門職。 
15 創傷（wound）、ストーマ（ ostomy ）、失禁（ continence）に関わる看護に対して WOC
看護認定看護師は、ETの専門性に加えて創傷、失禁ケアの専門職で、日本看護協会が定め

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































21）病院・研究所・運営部門が一体となった新しい「センター」（Ｕ氏）           
 
○新しい組織づくり 
国立がんセンター設置準備として、事務職が昭和 36年に 5名配置されました。昭和 37 































































































22）看護の“知”へのめざめ                  
 
○団塊世代女性としての自立――看護学校への入学 







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































資料 6-１ 国立がんセンターの主な関係年表 
【創成期】1960（昭和 35）年～1969（昭和 44）年    ＊出所：国立がんセンター十周年記念誌 
 年 国立がんセンター 医療・看護 社   会 
1960 
昭和 35  
第 1回設立準備委員会開催（学識経験者 9名）が
んセンターの基本構想の審議、以後昭和 36年 12
月 5日まで第 6回開催 















日～39年 12月 16日）   
病院診療開始（5月 23日、研究所は 7月 1日より
業務開始）、病棟 6、外来・放射線科 1、手術・中









学識経験者 9氏を顧問として委嘱                             
看護婦宿舎完成（3月 31日）、１病棟の増加、9










総長に比企能達発令（昭和 39年 4月 1日～昭和４
2年 1月 15日）、総婦長、愛知しづ（昭和 39年
12月 16日～昭和 41年 8月 1日）任命、病棟 2、
ラジウム病棟１（外来・放射線科の分離）看護単
位増加、12看護単位、470床、看護婦定員 156名 
「母子福祉法」公布                 
聖路加看護短大が大




































総長久留勝発令（昭和 42年 1月 16日～昭和 46
年 9月 8日） 























レジデント制度発足（11月 1日）                                     
看護部長制実施、看護部長として松浦京（昭和 44
年 9月 1日～52年 7月 7月 1日）任命 
「公害健康被害救済
措置法」公布                       
東京都老人医療無料













































































































































































 利用料は１日（7時半～18時、場合によって 20時）2500円、半日で 1500円、小学 6 
年生までは 300円、中学生以上は 500円とした。これは少し高く感じるかもしれないが、 
家族が支払いできる金額で職員が食べていける金額であった。当時の特別養護老人施設老 
人保健施設のデイサービスは措置制度下で１日食事つきで 600円や 700円で利用できた。 
症状の程度にかかわらず、一律 1万円の補助が出ていたため、施設は軽度の人を歓迎し、 
むしろサービスを必要としている重度の人を断るということも起きていた。  
 開設当初、利用者は少なく、1993（平成 5）年 7月 2日から 1994（平成 6）年３月 31 












































































スタッフも、職員 28名、看護師は 4名で 2名がケアマネジャー兼務で、社会福祉士、社
会福祉主事、保育士、小・中・高校教諭、介護福祉士、管理栄養士、調理師、事務職と多
くの職種の職員が働いていた。有償ボランティア 6 名、無償ボランティア 40 名であった。
その他、知的障害者を含む有償ボランティアと多くの無償ボランティアが活動していた。











































































































































































































































































































































































































井上久，2004，「フィリピンからの看護師・介護福祉士の受け入れ」『Business Laber Trend』労働政 
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